





















































第2章 イギリスの対中接近と英米関係 1970 -1972年
第3章 イギリスの対中国航空機売却の挫折 1972 -1973年
第4章 中国をめぐる英米関係 1973 -1975年
終章 英米の協力関係の構築
各章の概要を)1貢に説明していくと、まず序章では、 1970年代の中国をめぐる英米関係が先行研究を踏ま
えて概観されたうえで、本研究の目的、学術上の意義、研究方法と論文構成について説明がなされている。
第 1章では、ニクソン政権成立後、国務省や国訪省など、米政府官僚機構の外交政策への影響力が減少し
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ていったのはなぜかという問いに答えている。ニクソンとキッシンジャーが、ホワイトハウス主導で、秘密
裏に対中接近を進める中で、対中貿易統制の緩和については、密家安全保障会議 (NSC)次官委員会が政策
立案を行う役割を担った。ニクソンがNSC次官委員会に対して政策提言を求め、これを承認するというよ
うに、 トップダウンによって対中貿易統制の緩和を進めたことが論じられている。
第2章では、米国の対中貿易統制の緩和の流れを踏まえ、英密政府が計画した民間航空機トライデント機
の対中輸出が実現した涯史的経緯と背景について考察している。すなわち、米国政府が英国によるトライデ
ント機の対中輸出を受け入れた背景には、キッシンジャーの極秘訪中による英米関係への影響を最小限にと
どめ、緊密な英米関係を維持したいという米国政府の狙いがあった。また、英国が、日本や豪州ほどキッシ
ンジャー極秘訪中によるショックを受けなかった理由として、英政府関係者がキッシンジャーより米国の対
中政策及び英米関係について率直な考えを引き出し、米国の世界戦略の趣旨・外交手法を適切に認識してい
たことを明らかにしている。
第3章では、軍用機であるハリアー機と民間機である VC-10機の対中輸出計画が実現しなかった理由を考
察している。ハリアー機については、軍用機ということもあり、米国の同意が必要だとする英外務省と英国
防省の慎重派の見解が英国政府の統一見解に反映されることとなり、対米関係を最大限考慮した結果であっ
た。 VC-10機の対中輸出については、アメリカとの合意に向けて努力すべきという統一見解が出されたもの
の、キッシンジャーが媛味な態度をとったことを受け、イギリスは同計画を自主的に中止し、対米配慮を優
先した。
第4章では、軍用機用ジ、エツトエンジンであるスペイの対中輸出が実現したこつの理由を明らかにしてい
る。まず第一に、国務長官に就任したキッシンジャーの役割である。キッシンジャーは、ヒューム英外相に
対して、米政府官僚に影響力を行使すると示唆し、その後、米由政府が、非公式な形で反対を撤屈したこと
を史料的に裏付けている。第二に、英国がニクソン・キッシンジャーの世界戦略の狙いを認知し、その動き
にスペイの対中輸出計画をうまく合わせることに成功したことである。キッシンジャーは米主導の対中、対
ソ三角外交を進めるうえで、スペイの対中輸出を利用できると考えていたが、そのことを英国政府は適切に
把握していたのである。
終章では、以上の実託研究を総括し、英国と米国が対中貿易政策、特に安全保障上機微な航空機技術の翰
出に関し緊密な協力関係を構築したことの歴史的意義や国際政治上の含意を論じている。
筆者は、冒頭で紹介した 4つの間いと大きな伺いに対しては、実証研究を通して、以下のような回答を提
出している。
第一に、ニクソン政権成立後、外交政策への米政府官僚機構の影響力が減少していったのはなぜか、とい
う向いについては、ニクソン政権が、 トップダウンによる対中政策の実行を強化したことが、その理由とし
て指摘されている。即ち、ニクソンとキッシンジャーは、対中接近を進める中で、対中貿易統制の緩和を対
中政策の一環として位壁づけ、対中貿易統制の緩和をホワイトハウス主導で進めた。とりわけ、次官委員会
が対中貿易統制の緩和に係る政策立案を行うにあたり、重要な役割を果たすこととなった。ニクソンが米政
府官僚機構をバイパスしつつ、NSC次宮委員会に対して政策提言を求め、これを承認するというように、トッ
プダウンによって米中接近を進めたのである。
第二に、イギリスが、日本やオーストラリアほどキッシンジャー極秘訪中によるショックを受けなかった
のはなぜかという間いについては、以下の説明がなされている。日本やオーストラリアとは異なり、英国の
ヒューム外相やクローマー駐米大使は、キッシンジャーとの接触を積極的に行い、キッシンジャーから米国
の対中政策及び英米関係について率直な考えを引き出すことに成功した。英側は、こうした接触を通して、
キッシンジャーが英米関係に大きな価値を据えていることを確信した。また、イギリスは、ニクソンとキッ
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シンジャーによる米中ソ三角外交に基づく外交手法を認識し、また米国務省がこうした外交手法に嫌悪感を
抱いていることを適切に認識していたからである。
第三に、ハリアー機と VC-10機の対中輸出計画が実現しなかったのはなぜか、という向いに関して、以下
の説明がなされている。まずハリア一機について、英政府内では、問機の対中輸出を積極的に進めたいと考
える貿易産業省と、軍用機の対中輸出にはアメリカの陪意は必要とする慎重派の外務・菌防両省の間で意見
が割れていた。防衛及び海外政策公式委員会の場で省庁間の意晃の調整が行われた結果、外務省及び密防省
の立場に近い結論に到達することとなった。省庁間でのこうした意見調整を受け、ヒース英首相は、キッシ
ンジャーに対し、ハリアー機が軍用機であることを理由に、英政府として慎重姿勢をとることを明確にした。
こうして、イギリスが対米関係を最大限考慮したことが、ハリア一機の対中輸出を進めなかったことの重要
な理由であった。
VC駒10機の中国国内での現地生産計画については、計画推進派の貿易産業省と慎重派の外務及び国防南省
を交えた防衛及び海外政策公式委員会で、アメリカとの合意に向けて努力すべきという統一見解が出された。
これを受け、イギリス政府はアメリカの同意を得られなければ、 VC-lO機に係る計画を前進させない決定を
下した。 1973年2月2日の英米首脳会談の中で、英側が本件について提起したところ、キッシンジャーが
媛味な態度をとったことを受け、イギリスはVC-10機に係る計画を推進することを控え、対米関係に配癒す
ることとなった。
第四に、 トライデント機とスペイの対中輸出は実現したのはなぜか、という向いについては、以下の説明
がなされている。まずトライデント機の対中翰出が実現した理由として、ニクソン大統領が同意したことに
より、米国防省の反対を乗り越えることができたことである。ニクソン政権が本件に同意したことによって、
トライデント機の対中輸出計画に立ちはだ、かっていた国防省の反対という障害が取り除かれ、この計画は実
現した。筆者は、米側としては、キッシンジャーの極秘訪中による英米関係への影響を最小限にとどめ、緊
密な英米関係を維持するという狙いがあったかもしれない、と推測している。
スペイの対中輸出が実現したのはなぜか。米政府内におけるトップダウン型のキッシンジャーの手腕によ
るところが大きし、キッシンジャーは、スベイの対中輪出計画について、英政府に対し、米の対中政策と一
致するものであるので、ニクソン大統領及び自分自身はこの計画に賛成する旨示唆したが、国務長官に就任
するまでは、実質的な措霊を講ずることは密難であること、また国務省や国防総省を介した通常のチャンネ
ルを通じてイギリスと交渉を行うつもりはないと明言した。1973年9月、国務長官に就任したキッシンジャー
は、ヒューム英外相との会談において、国務長官として米政府宮僚たちに影響力を行使することによって、
彼らの態度を変えさせると示唆した。その後、ヒューム外相は、米政府が、(非公式な形であるものの)反
対を撤回したことを確認した。成功のカギは、アメリカが中ソの対立を利用しつつ中国との接近を図るとい
う三角外交に基づく外交を展開する中で、キッシンジャーがイギリスのスペイの対中輸出計画が三角外交を
推進するのに役立つと考え、国務長官就任後は影響力を行使して非公式ながらも反対を撤回したこと、また
イギリスが、こうしたアメリカの外交手法を認識し、それに沿う形で行動したことにあった。
以上のように、イギリスによる航空機技術の対中輸出の事例の分析から明らかになるのは、イギリスのプ
ラグマティックな対中政策と米留による三角外交の展開の一致である。この一致こそが、英米両留が緊密な
協力関係を構築しえた重要な背景のひとつであった。対中航空機輸出問題でイギリスがみせた現実主義的対
米配慮とプラグマティックな外交、米留の世界戦略についての認識の共有とそれに基づいた対中アプローチ
など、イギリスの成熟した外交政策に、英米協調のカギが見出せる。
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審査の結果の要旨
「特殊な関係Jといわれる英米関係についての先行研究は多数存在するものの、対中貿易政策をめぐる
1970年代前半の英米関係に関して、英国や米国の公文書館で収集した膨大な一次史料を元にした本格的実
証研究は存在しなし」本論文は、手堅い外交史の手法により、ニクソン・ショックの時期、航空機および同
技術の対中輸出をめぐり、英米が緊密な協力関係を維持したことを明らかにした労作である。キッシンジャー
が国務長官に就任した後、通常の外交チャンネルを排した形で対英交渉を進めたこと、また英国政府が米国
の最高指導者による世界戦略.1三角外交jの趣旨をくみ取り、それに合わせる形で貿易政策をプラグマティッ
クに追求したことなど、歴史的に興味深い事実を明らかにした点は高く評価される。本論文は、様々な史実
を発掘し、明らかにした点だけでも、十分、学術上の評価に値する。
しかしそれに加え、本論文は比較の視点を含み、分析の射程が広範囲に及んでいる点が特筆に値する。す
なわち、本論文は、「中国をめぐる英米j、又は「英米中jという狭い殻に閉じこもることなく、それ以外の
アジア・オセアニア諸国についての考察にまで及んでおり、ニクソン・ショックの時期における、広域アジ
アの国際関係についての理解に資するところが大きい。なぜニクソン・ショックにより、日本や豪州では政
権が交代したのに対し、英国はそれほどまでの衝撃を受けることはなかったのか、本研究ではその理由の一
端が示されている。
第三に、上述と関連するが、日米関係との比較の視点は特に重要である。本論文は、中国をめぐり、 1970
年代に英米が戦略的思考をもって緊密な協力関係を維持する一方、日本といえば、経済利益のみに焦点を当
てた外交を展開している点に着目しており、英米伺盟との対比が浮き彫りにされている。英国の高次のシス
テミックな戦略思考や冷徹でプラクテイカルな外交様式は、日本にとっても、様々な示唆を与えるものとなっ
ている。
平成 25年 1月15B、人文社会科学研究科学位論文審査委員会において、審査委員全員出席のもと、本論
文について著者に説明を求めた後、関連事項について質疑応答を行った。審議の結果、審査委員全員一致で
合格と判定された。
上記の論文審査ならびに最終試験の結果に基づき、著者は博士(国際政治経済学)の学位を受けるに十分
な資格を有するものと認める。
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